
フィデリティ投信株式会社

受益者のみなさまへ
毎々、格別のお引き立てにあずかり、厚くお礼申し上げます。
さて、「フィデリティ・中小型株・オープン」は、第51期決算を行いましたの
で、運用状況をご報告申し上げます。
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 原則無期限です。

運 用 方 針

「フィデリティ・中小型株・オープン」は主としてマザーファン
ドに投資を行います。下記の運用方針はファンドの主要な
投資対象である「フィデリティ・中小型株・オープン・マザー
ファンド」の運用方針です。
●個別企業分析に基づき、主としてわが国の比較的中・

小規模の高成長企業（市場平均等に比較し高い成長
力があり、その持続が長期的に可能と判断される企
業）を選定し、利益等の成長性と比較して妥当と判断さ
れる株価水準で投資を行います。

●個別企業分析にあたっては、日本および世界の主要拠
点のアナリストによる独自の企業調査情報を活用し、
ポートフォリオ・マネージャーによる「ボトム・アップ・アプ
ローチ」を重視した運用を行います。

●ポートフォリオ構築にあたっては、分散投資を基本とし、
リスクの分散を図ります。

●株式の組入比率は、原則として高位を維持し、投資信
託財産の総額の65％超を基本とします。

●資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては上記
のような運用ができない場合もあります。

主要運用対象

ベ ビ ー
フ ァ ン ド

フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファ
ンド受益証券を主要な投資対象とします。

マ ザ ー
フ ァ ン ド

わが国の取引所に上場（これに準ずるものを
含みます。）されている株式を主要な投資対
象とします。

組 入 制 限

ベ ビ ー
フ ァ ン ド

株式への実質投資割合には制限を設けませ
ん。
外貨建資産への実質投資割合は、投資信託
財産の純資産総額の30％以内とします。

マ ザ ー
フ ァ ン ド

株式への投資割合には制限を設けません。
外貨建資産への投資割合は、投資信託財産
の純資産総額の30％以内とします。

分 配 方 針

毎決算時（原則３月、９月の各13日。同日が休業日の場
合は翌営業日。）に、原則として以下の収益分配方針に
基づき分配を行います。
●分配対象額の範囲は、繰越分を含めた利子・配当収入

と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
●収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動

向等を勘案して決定します。また、信託財産の長期的
な成長を図ることを本旨として収益分配金額を決定しま
す。ただし、必ず分配を行うものではありません。

●留保益の運用については特に制限を設けず、委託会
社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行いま
す。

■当期の分配金のお知らせ
１ 万 口 当 た り 分 配 金（税 込） 700円

〈お問合せ先〉

フィデリティ投信株式会社　カスタマー・コミュニケーション部

東京都港区六本木七丁目７番７号　TRI-SEVEN ROPPONGI

0570-051-104
受付時間：営業日の午前９時～午後５時

固定電話、携帯電話からお問い合わせいただけます。

国際電話、一部のＩＰ電話からはご利用いただけません。

https://www.fidelity.co.jp/
お客様の口座内容などに関するご照会は、お申し込みされた販売会社にお尋ねください｡

運用報告書
(全体版)

第51期(決算日 2026年３月13日)

計算期間(2025年９月17日～2026年３月13日)

フィデリティ・中小型株・オープン
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■最近５期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク ※

株式組入
比 率 等

株 式
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税 込

分 配 金
期 中
騰 落 率

期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
47期（2024年３月13日） 18,297 450 9.5 1,380.04 8.5 98.7 － 5,348

48期（2024年９月13日） 18,176 450 1.8 1,389.90 0.7 98.7 － 5,368

49期（2025年３月13日） 17,743 400 △0.2 1,483.85 6.8 99.4 － 5,245

50期（2025年９月16日） 21,058 550 21.8 1,766.94 19.1 99.5 － 6,048

51期（2026年３月13日） 23,455 700 14.7 2,075.16 17.4 98.4 － 6,602

※ベンチマーク：Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックス＊（配当金込）

＊Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックスとは、Russell/Nomura日本株インデックスの中小型株指数です。

Russell/Nomura Total Market インデックスの時価総額中位35％と時価総額下位15％をカバーし、Russell/Nomura Mid-Small Cap Growth インデックスおよびRussell/

Nomura Mid-Small Cap Value インデックスを含みます。

Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank Russell 

Companyに帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank Russell Companyは、Russell/Nomura Mid-Small Cap インデック

スの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当ファンドの設定の可否、運用成果等並びに当ファンド及びRussell/Nomura 

Mid-Small Cap インデックスに関連して行われる当社のサービス提供等の行為に関して一切責任を負いません。

（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。

（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率等」「株式先物比率」は実質比率を記載しています。

（注３）新株予約権証券の組入がある場合には、「株式組入比率等」に含みます。

（注４）株式先物比率＝買建比率－売建比率

■当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 株 式 組 入

比 率 等
株 式
先 物 比 率騰 落 率 騰 落 率

（期　首） 円 ％ ％ ％ ％
2025年９月16日 21,058 － 1,766.94 － 99.5 －

９月末 20,797 △1.2 1,756.73 △0.6 98.3 －

10月末 21,400 1.6 1,812.61 2.6 98.7 －

11月末 22,682 7.7 1,886.07 6.7 98.4 －

12月末 22,538 7.0 1,906.10 7.9 99.7 －

2026年１月末 23,309 10.7 1,998.53 13.1 100.1 －

２月末 26,468 25.7 2,258.27 27.8 99.6 －

（期　末）
2026年３月13日 24,155 14.7 2,075.16 17.4 98.4 －

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。
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■運用経過の説明

●基準価額等の推移
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１ ．運用経過の説明

①基準価額等の推移

第 51 期 首：21,058円

第 51 期 末：23,455円（既払分配金700円）

騰 落 率：14.7％（分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額およびベンチマークは、2025年９月16日の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。

＊分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。

＊分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。従って、お客様の損益の状況を示すものではありません。

※ベンチマークは「Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックス（配当金込）」です。

②基準価額の主な変動要因

当期の当ファンドの騰落率は、＋14.7％でした。

当ファンドは、フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド受益証券を組み入れることにより実質的な運

用を当該マザーファンドにおいて行っております。

当期の日本株は米国での利下げやＡＩ（人工知能）の需要拡大への期待が追い風となったほか、国内では政

治情勢を巡る動きが相次ぐ中、高市氏の掲げる成長に向けた戦略運営への期待感が株価を押し上げ、上値

を追う展開となりました。しかし、期末近くになると中東情勢の緊迫化やそれに伴う原油高が重石となり、株価

は急落しました。このような市場の動きに概ね連動する形で、基準価額も推移しました。
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●投資環境
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⑤投資環境

当期の日本株は、配当落ち後の手じまい売りや高値警戒感が重石となる中で始まりましたが、米利下げ観測

の高まりを背景とした米ハイテク株高や、自民党総裁に選出された高市氏の成長戦略に対する期待感などか

ら反発すると、米国での利下げ決定や米中の緊張緩和なども背景に騰勢を強めていきました。11月以降は、

これまで相場を牽引してきたＡＩ（人工知能）関連株の調整や台湾に関する国会答弁を発端とした日中関係の

悪化のほか、米利下げ観測の後退などが重石となりましたが、米半導体大手の好決算で安堵感が広がり上

昇に転じると、雇用と消費の減速を示す経済指標の発表で米利下げ観測が再度高まったことやＡＩを巡る米

政府の動きなども支えとなって年末にかけても底堅く推移しました。年明けは海外投資家からの資金流入を

背景に勢いよく上昇して始まり、衆議院の早期解散観測を受けて政権基盤が安定するとの期待から一段高と

なりましたが、与野党が衆議院選挙の公約に消費税減税を掲げたことによる財政悪化の懸念や、デンマーク

領グリーンランドを巡る米欧対立が嫌気され、１月半ば以降は軟調な推移となりました。２月に入り、衆議院選

挙で与党が大勝するとの思惑が株価を押し上げると、与党が想定以上の議席数を獲得したことを受けて高市

政権の掲げる成長戦略への期待が一層高まり一段高となりました。その後、ＡＩが既存ビジネスモデルを代替

するとの懸念から上値が重くなったものの、日米間の大型投資案件の発表を背景に関連銘柄への期待感を

支えとして反発すると、前述したＡＩに対する過度な懸念が和らいだことに加え、利上げに消極的な日銀審議

委員の後任人事を受けて早期利下げ観測が後退したとの見方も支援材料となり、２月末に日経平均株価、Ｔ

ＯＰＩＸは共に史上最高値を更新しました。しかし、米国とイスラエルのイラン攻撃を受けて緊迫化した中東情

勢の先行き不透明感やそれに伴う原油高が嫌気され、期末にかけて株価は急落しました。

⑥ポートフォリオ

当ファンドは、フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド受益証券を通じて投資をしております。

当期についても従来通り、個別銘柄選択を重視したポートフォリオの運用を行いました。なお、当ファンドにお

ける組入上位10業種の比率は以下の通りとなりました。これらの構成は業種配分を意図したものではなく、ボ

トム・アップ・アプローチに基づく個別銘柄選択の結果を示しています。

組入上位10業種
前期末

業種 比率

１ 電気機器 9.1％

２ 化学 7.0

３ 小売業 6.7

４ 卸売業 6.4

５ 情報・通信業 6.4

６ 機械 5.8

７ サービス業 5.7

８ 建設業 5.1

９ 銀行業 4.9

10 精密機器 4.8

当期末

業種 比率

１ 電気機器 8.6％

２ 卸売業 7.5

３ 化学 7.2

４ 小売業 7.2

５ 情報・通信業 6.6

６ 精密機器 6.3

７ 機械 6.2

８ 銀行業 5.6

９ 建設業 4.6

10 その他製品 4.1

（注）「比率」欄は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。
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８ 建設業 5.1

９ 銀行業 4.9

10 精密機器 4.8

当期末

業種 比率

１ 電気機器 8.6％

２ 卸売業 7.5

３ 化学 7.2

４ 小売業 7.2

５ 情報・通信業 6.6

６ 精密機器 6.3

７ 機械 6.2

８ 銀行業 5.6

９ 建設業 4.6

10 その他製品 4.1

（注）「比率」欄は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。
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●ベンチマークとの差異
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⑦ベンチマークとの差異

以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークの騰落率の対比です。

当ファンドの基準価額とベンチマークの対比（期別騰落率）

（注）基準価額の騰落率は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算しています。

※ベンチマークは「Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックス（配当金込）」です。

当期の当ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率の＋17.4％を下回りました。

当期のパフォーマンスにおいて、ベンチマークに対してプラスに影響した要因は、千代田化工建設、上村工業、

SWCCのオーバーウェイトなどでした。逆にマイナスに影響した要因は、パルグループホールディングス、

ANYCOLORのオーバーウェイト、住友電気工業のアンダーウェイトなどでした。

(％)

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

第51期
(2025.9.17～2026.3.13)

基準価額

ベンチマーク
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■分配金
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⑧分配金

当期の１万口当たり分配金（税引前）は、分配方針に基づき下記表中の分配額とさせていただきました。また、

収益分配に充てなかった利益につきましては信託財産中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

●分配原資の内訳
（単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第51期

2025年９月17日～2026年３月13日

当期分配金 700

（対基準価額比率） 2.90％

当期の収益 700

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 16,855

＊「当期の収益」および「当期の収益以外」は円未満切捨てのため、合計額が「当期分配金」と一致しない場合があります。

＊当期分配金の「対基準価額比率」は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは

異なります。

＊投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」が当該決算期末日時点の基準価額を上回ることがありますが、実際には基準価額を超

えて分配金が支払われることはありません。

２ ．今後の運用方針
当ファンドにつきましては、引き続きフィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド受益証券を組み入れるこ

とにより、実質的な運用を当該マザーファンドにて行います。

当ファンドでは、中長期的な収益成長性が高いものの、その企業価値がまだ市場では十分に認識されていな

いと判断される中小型銘柄を組入れることで、中長期的な運用成果を追求していきます。ボトム・アップ・アプ

ローチによる徹底的な調査・分析に基づいて、強固なビジネスモデルや高い競争力を背景に比較的高い収益

成長やフリーキャッシュフローの創出が中長期的に持続していくことが期待できる銘柄の発掘に努めています。

そのような銘柄を発掘する際に重視しているのは、産業界や学会の専門家、海外企業、非上場企業なども含

めた多様な情報ソースを活用してその裏付けを取っていくことです。いずれ株価が５倍、10倍にも上昇するで

あろう銘柄を探して、日々地道な調査・分析活動を続けています。

３ ．お知らせ
該当事項はありません。

■今後の運用方針

7

⑧分配金

当期の１万口当たり分配金（税引前）は、分配方針に基づき下記表中の分配額とさせていただきました。また、

収益分配に充てなかった利益につきましては信託財産中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

●分配原資の内訳
（単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第51期

2025年９月17日～2026年３月13日

当期分配金 700

（対基準価額比率） 2.90％

当期の収益 700

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 16,855

＊「当期の収益」および「当期の収益以外」は円未満切捨てのため、合計額が「当期分配金」と一致しない場合があります。

＊当期分配金の「対基準価額比率」は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは

異なります。

＊投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」が当該決算期末日時点の基準価額を上回ることがありますが、実際には基準価額を超

えて分配金が支払われることはありません。

２ ．今後の運用方針
当ファンドにつきましては、引き続きフィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド受益証券を組み入れるこ

とにより、実質的な運用を当該マザーファンドにて行います。

当ファンドでは、中長期的な収益成長性が高いものの、その企業価値がまだ市場では十分に認識されていな

いと判断される中小型銘柄を組入れることで、中長期的な運用成果を追求していきます。ボトム・アップ・アプ

ローチによる徹底的な調査・分析に基づいて、強固なビジネスモデルや高い競争力を背景に比較的高い収益

成長やフリーキャッシュフローの創出が中長期的に持続していくことが期待できる銘柄の発掘に努めています。

そのような銘柄を発掘する際に重視しているのは、産業界や学会の専門家、海外企業、非上場企業なども含

めた多様な情報ソースを活用してその裏付けを取っていくことです。いずれ株価が５倍、10倍にも上昇するで

あろう銘柄を探して、日々地道な調査・分析活動を続けています。

３ ．お知らせ
該当事項はありません。
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■１万口（元本10,000円）当たりの費用明細
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③ １ 万口当たりの費用明細

項目

第51期

項目の概要2025年９月17日～2026年３月13日

金額 比率

（a）信託報酬 195円 0.858％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は22,695円です。

（投信会社） （91） （0.402） 委託した資金の運用の対価

（販売会社） （91） （0.402） 購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの

管理及び事務手続き等の対価

（受託会社） （12） （0.054） 運用財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）売買委託手数料 11 0.047
（b）売買委託手数料＝

期中の売買委託手数料

期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
（株式） （11） （0.047）

（c）有価証券取引税 － －
（c）有価証券取引税＝

期中の有価証券取引税

期中の平均受益権口数

有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（d）その他費用 5 0.020
（d）その他費用＝

期中のその他費用

期中の平均受益権口数

（保管費用） （－） （－） 保管費用は、有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等のために、海外

における保管銀行等に支払う費用。また、信託事務の諸費用等が含まれます。

（監査費用） （1） （0.003） 監査費用は、ファンドの監査人等に対する報酬及び費用

（その他） （4） （0.017） その他には、法定書類等（有価証券届出書、目論見書、運用報告書等）の作成、

印刷、提出等に係る費用や法律顧問、税務顧問に対する報酬及び費用等が含ま

れます。

合計 210 0.925

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加、解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税及びその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った

金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）「金額」欄は、各項目毎に円未満を四捨五入しています。

（注３）「比率」欄は、１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。



7－　　－

3

（参考情報）
●総経費率

　当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引

税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年

率）は1.80％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。

（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。

（注３）その他費用には、保管費用、監査費用以外に法定書類等（有価証券届出書、目論見書、運用報告書等）の作成、印刷、提出等に

係る費用や法律顧問、税務顧問に対する報酬及び費用等が含まれます。

（注４）各比率は、年率換算した値です。

（注５）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

総経費率
1.80％

運用管理費用
（投信会社）

0.82％

運用管理費用
（販売会社）

0.82％

運用管理費用
（受託会社）

0.11％

その他費用
0.04％
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■組入資産の明細（2026年３月13日現在）

●親投資信託残高

種 類
期首（前期末） 当 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド 1,148,864 1,081,034 6,550,636

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況等（2025年９月17日から2026年３月13日まで）

期中における当ファンドに係る利害関係人との取引はありません。
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目
当 期

フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 7,138,368千円

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 6,927,685千円

(c) 売 買 高 比 率(ａ)／(ｂ) 1.03

（注１）売買高比率は小数点以下２位未満切捨て。

（注２）期中の株式売買金額には、増資、配当株式等は含まれておりません。なお、単位未満は切捨て。

（注３）期中の平均組入株式時価総額は、月末に残高がない月数を除いた単純平均とし、単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成� （2026年３月13日現在）

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド 6,550,636 95.4

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 319,346 4.6

投 資 信 託 財 産 総 額 6,869,982 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2025年９月17日から2026年３月13日まで）

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド 23,556 124,108 91,387 552,369

（注）金額の単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2026年３月13日現在）

項 目 当 期 末

円

(A) 資 産 6,869,982,671

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 33,560

フ ィ デ リ テ ィ ・ 中 小 型 株 ・
オープン・マザーファンド(評価額)

6,550,636,122

未 収 入 金 319,312,989

(B) 負 債 267,275,427

未 払 収 益 分 配 金 197,056,141

未 払 解 約 金 13,023,674

未 払 信 託 報 酬 55,872,163

そ の 他 未 払 費 用 1,323,449

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,602,707,244

元 本 2,815,087,735

次 期 繰 越 損 益 金 3,787,619,509

(D) 受 益 権 総 口 数 2,815,087,735口

１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 23,455円

（注１）当期における期首元本額2,872,301,224円、期中追加設定元本額53,301,923

円、期中一部解約元本額110,515,412円です。

（注２）上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が投資信託

財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額(元本の欠損)とな

ります。

■損益の状況
当期　自2025年９月17日　至2026年３月13日

項 目 当 期

円

(A) 有 価 証 券 売 買 損 益 927,632,115

売 買 益 948,672,398

売 買 損 △21,040,283

(B) 信 託 報 酬 等 △57,195,612

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 870,436,503

(D) 前 期 繰 越 損 益 金 2,100,706,852

(E) 追 加 信 託 差 損 益 金 1,013,532,295

(配 当 等 相 当 額) (1,970,945,806)

(売 買 損 益 相 当 額) (△957,413,511)

(F) 合 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 3,984,675,650

(G) 収 益 分 配 金 △197,056,141

次 期 繰 越 損 益 金(Ｆ＋Ｇ) 3,787,619,509

追 加 信 託 差 損 益 金 1,013,532,295

(配 当 等 相 当 額) (1,970,945,806)

(売 買 損 益 相 当 額) (△957,413,511)

分 配 準 備 積 立 金 2,774,087,214

（注１）(A)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２）(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示していま

す。

（注３）(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価

額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注４）分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期

(a) 費用控除後の配当等収益 0円

(b) 費用控除後・繰越欠損金補填後の
有価証券売買等損益

870,436,503円

(c) 収益調整金 1,970,945,806円

(d) 分配準備積立金 2,100,706,852円

(e) 分配可能額(a＋b＋c＋d) 4,942,089,161円

１万口当たり分配可能額 17,555.72円

(f) 分配金額 197,056,141円

１万口当たり分配金額(税引前) 700円
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■分配金のお知らせ

決　算　期 年　月　日 １万口当たりの分配金（税込）

第51期 2026年３月13日 700円

（注１）受益者が収益分配金を受け取る際、収益分配金落ち後の基準価額が個別元本と同額の場合または個別元本を上回っている場合には、収益分配金の全額が普通分配金とな

り、収益分配金落ち後の基準価額が個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が元本払戻金(特別分配金)となります。

（注２）元本払戻金(特別分配金)が発生した場合は、収益分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金(特別分配金)を控除した額が、その後の個々の受益者の個

別元本となります。

（注３）個人の受益者が受け取る普通分配金に対する課税について、20.315％(所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％)の税率で源泉徴収(申告不要)されます。

※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※法人の受益者の場合は取扱いが異なります。

※税法が改正された場合等には、内容が変更となる場合があります。



11－　　－

フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド

運　用　報　告　書

《第50期》
決算日　2026年３月13日

（計算期間：2025年９月17日から2026年３月13日まで）

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針

●個別企業分析に基づき、主としてわが国の比較的中・小規模の高成長企業(市場平均等に比較し高い成長力

があり、その持続が長期的に可能と判断される企業)を選定し、利益等の成長性と比較して妥当と判断され

る株価水準で投資を行います。

●個別企業分析にあたっては、日本および世界の主要拠点のアナリストによる独自の企業調査情報を活用

し、ポートフォリオ・マネージャーによる「ボトム・アップ・アプローチ」を重視した運用を行います。

●ポートフォリオ構築にあたっては、分散投資を基本とし、リスクの分散を図ります。

●株式の組入比率は、原則として高位を維持し、投資信託財産の総額の65％超を基本とします。

●資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては上記のような運用ができない場合もあります。

主要運用対象 わが国の取引所に上場(これに準ずるものを含みます。)されている株式を主要な投資対象とします。

組 入 制 限
株式への投資割合には制限を設けません。

外貨建資産への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の30％以内とします。
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■最近５期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 Russell/Nomura Mid-Small Cap
株式組入
比 率 等

株 式
先物比率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

インデックス＊

(配 当 金 込)※
期 中
騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円
46期（2024年３月13日） 41,369 10.3 1,380.04 8.5 99.0 － 5,675

47期（2024年９月13日） 42,434 2.6 1,389.90 0.7 98.9 － 5,688

48期（2025年３月13日） 42,737 0.7 1,483.85 6.8 99.6 － 5,567

49期（2025年９月16日） 52,505 22.9 1,766.94 19.1 99.7 － 6,433

50期（2026年３月13日） 60,596 15.4 2,075.16 17.4 99.2 － 6,975

※参考指数としてRussell/Nomura Mid-Small Cap インデックス＊（配当金込）を記載しています。

＊Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックスとは、Russell/Nomura日本株インデックスの中小型株指数です。

Russell/Nomura Total Market インデックスの時価総額中位35％と時価総額下位15％をカバーし、Russell/Nomura Mid-Small Cap Growth インデックスおよびRussell/

Nomura Mid-Small Cap Value インデックスを含みます。

Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank Russell 

Companyに帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank Russell Companyは、Russell/Nomura Mid-Small Cap インデック

スの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当ファンドの設定の可否、運用成果等並びに当ファンド及びRussell/Nomura 

Mid-Small Cap インデックスに関連して行われる当社のサービス提供等の行為に関して一切責任を負いません。

（注１）新株予約権証券の組入がある場合には、「株式組入比率等」に含みます。

（注２）株式先物比率＝買建比率－売建比率

■当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日

基 準 価 額 Russell/Nomura Mid-Small Cap
株 式 組 入
比 率 等

株 式
先 物 比 率騰 落 率

インデックス
(配 当 金 込) 騰 落 率

（期　首） 円 ％ ％ ％ ％
2025年９月16日 52,505 － 1,766.94 － 99.7 －

９月末 51,891 △1.2 1,756.73 △0.6 98.2 －

10月末 53,472 1.8 1,812.61 2.6 98.5 －

11月末 56,743 8.1 1,886.07 6.7 98.0 －

12月末 56,474 7.6 1,906.10 7.9 99.2 －

2026年１月末 58,484 11.4 1,998.53 13.1 99.4 －

２月末 66,440 26.5 2,258.27 27.8 98.9 －

（期　末）
2026年３月13日 60,596 15.4 2,075.16 17.4 99.2 －

（注）騰落率は期首比です。
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■運用経過の説明

●基準価額の推移

11

③組入上位ファンドの概要

フィデリティ・中小型株・オープン・マザーファンド� （別途記載がない限り2026年３月13日現在）

基準価額の推移 組入上位10銘柄

銘柄名 通貨 比率

１ 大阪ソーダ 日本・円 2.6％

２ ふくおかフィナンシャルグループ 日本・円 2.6

３ 富士電機 日本・円 2.2

４ ミスミグループ本社 日本・円 2.2

５ レーザーテック 日本・円 2.1

６ ＩＮＰＥＸ 日本・円 2.1

７ ヨネックス 日本・円 2.1

８ サイゼリヤ 日本・円 2.1

９ 住友不動産 日本・円 2.0

10 Ｔ＆Ｄホールディングス 日本・円 2.0

組入銘柄数 79銘柄

(円)

20,000

34,000

48,000

62,000

76,000

90,000

(2025.9.16) (2026.3.13)

基準価額基準価額

１ 万口当たりの費用明細
（2025年９月17日～2026年３月13日）

項目 金額

（a）売買委託手数料 27円

（株式） （27）

（b）有価証券取引税 －

（c）その他費用 －

合計 27

（注１）１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。前述の「１万口当たりの費用明細」の項目の概要および注

記をご参照ください。

（注２）各々の表、グラフにある比率は、純資産総額に対する評価額の割合で、それぞれの項目を四捨五入しています。

（注３）国別配分は、発行国・地域を表示しています。

（注４）「その他」には現金を含みます。未払金等の発生により、数値がマイナスになることがあります。

＊組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。

日本・円
99.2％

その他
0.8％

通貨別配分

国内株式
99.2％

その他
0.8％

資産別配分

日本
99.2％

その他
0.8％

国別配分

●基準価額の主な変動要因

　当期の当ファンドの騰落率は、＋15.4％でした。

　当期の日本株は米国での利下げやＡＩ(人工知能)の需要拡大への期待が追い風となったほか、国内では政治情勢を巡

る動きが相次ぐ中、高市氏の掲げる成長に向けた戦略運営への期待感が株価を押し上げ、上値を追う展開となりました。

しかし、期末近くになると中東情勢の緊迫化やそれに伴う原油高が重石となり、株価は急落しました。このような市場

の動きに概ね連動する形で、基準価額も推移しました。

●投資環境

　当期の日本株は、配当落ち後の手じまい売りや高値警戒感が重石となる中で始まりましたが、米利下げ観測の高まり

を背景とした米ハイテク株高や、自民党総裁に選出された高市氏の成長戦略に対する期待感などから反発すると、米国

での利下げ決定や米中の緊張緩和なども背景に騰勢を強めていきました。11月以降は、これまで相場を牽引してきたＡ

Ｉ(人工知能)関連株の調整や台湾に関する国会答弁を発端とした日中関係の悪化のほか、米利下げ観測の後退などが重

石となりましたが、米半導体大手の好決算で安堵感が広がり上昇に転じると、雇用と消費の減速を示す経済指標の発表

で米利下げ観測が再度高まったことやＡＩを巡る米政府の動きなども支えとなって年末にかけても底堅く推移しました。

年明けは海外投資家からの資金流入を背景に勢いよく上昇して始まり、衆議院の早期解散観測を受けて政権基盤が安定

するとの期待から一段高となりましたが、与野党が衆議院選挙の公約に消費税減税を掲げたことによる財政悪化の懸念

や、デンマーク領グリーンランドを巡る米欧対立が嫌気され、１月半ば以降は軟調な推移となりました。２月に入り、

衆議院選挙で与党が大勝するとの思惑が株価を押し上げると、与党が想定以上の議席数を獲得したことを受けて高市政

権の掲げる成長戦略への期待が一層高まり一段高となりました。その後、ＡＩが既存ビジネスモデルを代替するとの懸

念から上値が重くなったものの、日米間の大型投資案件の発表を背景に関連銘柄への期待感を支えとして反発すると、

前述したＡＩに対する過度な懸念が和らいだことに加え、利上げに消極的な日銀審議委員の後任人事を受けて早期利下

げ観測が後退したとの見方も支援材料となり、２月末に日経平均株価、ＴＯＰＩＸは共に史上最高値を更新しました。

しかし、米国とイスラエルのイラン攻撃を受けて緊迫化した中東情勢の先行き不透明感やそれに伴う原油高が嫌気され、

期末にかけて株価は急落しました。
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●ポートフォリオ

　当期についても従来通り、個別銘柄選択を重視したポートフォリオの運用を行いました。なお、当ファンドにおける

組入上位10業種の比率は以下の通りとなりました。これらの構成は業種配分を意図したものではなく、ボトム・アッ

プ・アプローチに基づく個別銘柄選択の結果を示しています。

組入上位10業種

（注）「比率」欄は、純資産総額に対する割合です。

■今後の運用方針

　当ファンドでは、中長期的な収益成長性が高いものの、その企業価値がまだ市場では十分に認識されていないと判断

される中小型銘柄を組入れることで、中長期的な運用成果を追求していきます。ボトム・アップ・アプローチによる徹

底的な調査・分析に基づいて、強固なビジネスモデルや高い競争力を背景に比較的高い収益成長やフリーキャッシュフ

ローの創出が中長期的に持続していくことが期待できる銘柄の発掘に努めています。そのような銘柄を発掘する際に重

視しているのは、産業界や学会の専門家、海外企業、非上場企業なども含めた多様な情報ソースを活用してその裏付け

を取っていくことです。いずれ株価が５倍、10倍にも上昇するであろう銘柄を探して、日々地道な調査・分析活動を続

けています。

前期末

業種 比率

１ 電気機器 9.1％

２ 化学 7.0

３ 小売業 6.7

４ 卸売業 6.4

５ 情報・通信業 6.4

６ 機械 5.8

７ サービス業 5.7

８ 建設業 5.1

９ 銀行業 4.9

10 精密機器 4.8

当期末

業種 比率

１ 電気機器 8.6％

２ 卸売業 7.5

３ 化学 7.2

４ 小売業 7.2

５ 情報・通信業 6.6

６ 精密機器 6.3

７ 機械 6.2

８ 銀行業 5.6

９ 建設業 4.6

10 その他製品 4.1
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■売買及び取引の状況（2025年９月17日から2026年３月13日まで）

●株　式

買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

国内 千株 千円 千株 千円

上 場
1,445.1 3,353,339 1,516.8 3,785,029
(34.6) (－)

未 上 場 － － － －

（注１）金額は受渡し代金。

（注２）(　)内は増資割当、株式転換・合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

（注３）金額の単位未満は切捨て。

■１万口（元本10,000円）当たりの費用明細

11

10 Ｔ＆Ｄホールディングス 日本・円 2.0

組入銘柄数 79銘柄

20,000
(2025.9.16) (2026.3.13)

１ 万口当たりの費用明細
（2025年９月17日～2026年３月13日）

項目 金額

（a）売買委託手数料 27円

（株式） （27）

（b）有価証券取引税 －

（c）その他費用 －

合計 27

（注１）１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。前述の「１万口当たりの費用明細」の項目の概要および注

記をご参照ください。

（注２）各々の表、グラフにある比率は、純資産総額に対する評価額の割合で、それぞれの項目を四捨五入しています。

（注３）国別配分は、発行国・地域を表示しています。

（注４）「その他」には現金を含みます。未払金等の発生により、数値がマイナスになることがあります。

＊組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。

日本・円
99.2％

その他
0.8％

通貨別配分

国内株式
99.2％

その他
0.8％

資産別配分

日本
99.2％

その他
0.8％

国別配分

id24_25331258_03_oskフィデ_中小型株O_交運_当ファンド.indd   11id24_25331258_03_oskフィデ_中小型株O_交運_当ファンド.indd   11 2026/03/20   15:29:492026/03/20   15:29:49

（注）費用明細の項目の概要および注記については、前述の「１万口（元本10,000

円）当たりの費用明細」をご参照ください。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目 当 期

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 7,138,368千円

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 6,927,685千円

(c) 売 買 高 比 率(ａ)／(ｂ) 1.03

（注１）売買高比率は小数点以下２位未満切捨て。

（注２）期中の株式売買金額には、増資、配当株式等は含まれておりません。なお、単位未満は切捨て。

（注３）期中の平均組入株式時価総額は、月末に残高がない月数を除いた単純平均とし、単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況等（2025年９月17日から2026年３月13日まで）

期中における当ファンドに係る利害関係人との取引はありません。
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。
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■組入資産の明細（2026年３月13日現在）

●国内株式

上場株式

銘 柄
期首(前期末) 当 期 末

株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円

水産・農林業（1.5％）

ニッスイ 85.4 75.2 101,820

鉱業（2.1％）

ＩＮＰＥＸ 36.4 33.4 146,392

建設業（4.6％）

安藤・間 － 39.2 75,558

東鉄工業 18.3 12.7 67,691

東亜建設工業 34.3 11.8 39,353

住友林業 33.6 － －

エクシオグループ 33.4 35.2 95,356

千代田化工建設 84.8 39.4 42,394

食料品（4.0％）

森永乳業 24.4 26.1 121,599

宝ホールディングス 20.5 － －

キユーピー 21.2 22.6 96,999

やまみ 9.2 12 56,400

繊維製品（0.8％）

セーレン 33.9 18.3 58,011

化学（7.2％）

住友化学 － 145.2 72,440

トクヤマ 25.8 － －

大阪ソーダ 68.3 92.7 183,824

アイカ工業 23.8 － －

トリケミカル － 25.8 78,948

日油 25.5 － －

上村工業 7.1 5 110,650

ユニ・チャーム － 60.2 55,233

医薬品（3.1％）

ジーエヌアイグループ 20.7 21.9 68,875

協和キリン 34.4 － －

小野薬品工業 － 32.1 75,852

東和薬品 10.9 17.3 71,103

ゴム製品（1.6％）

住友ゴム工業 40.2 53.4 113,074

ガラス・土石製品（0.6％）

太平洋セメント 16.2 － －

ノリタケ 11.7 6.1 39,223

ニチアス 6.6 － －

鉄鋼（1.5％）

大和工業 6.6 7.5 89,812

大同特殊鋼 － 8.7 17,404

銘 柄
期首(前期末) 当 期 末

株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
非鉄金属（1.9％）

ＳＷＣＣ 11.4 9 128,070

金属製品（1.4％）

ＲＳ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 20.3 7.9 32,903

リンナイ 17.1 17.1 65,373

機械（6.2％）

三浦工業 19.9 － －

ツガミ 33.5 － －

アマダ 40.3 53.4 124,341

ナブテスコ 21.9 24.4 105,261

三井海洋開発 11 － －

ローツェ － 45.1 128,986

ＡＩＲＭＡＮ － 5.7 11,633

竹内製作所 － 9.1 59,514

電気機器（8.7％）

富士電機 11 13.5 153,765

ソシオネクスト 26.8 － －

ニデック 32 － －

ミマキエンジニアリング 5.5 16.9 28,932

ＩＤＥＣ 24.4 32.6 102,853

ＭＣＪ 32.1 － －

レーザーテック － 3.9 146,445

エンプラス － 5.5 87,175

ローム 30.3 － －

太陽誘電 21 20.6 81,081

リコー 46.5 － －

輸送用機器（3.9％）

フタバ産業 52.7 62.8 62,737

アイシン － 34.9 82,224

スズキ 74.4 62 121,737

精密機器（6.4％）

日機装 28.1 34.2 80,028

ナカニシ 31.7 28.7 79,269

マニー 70.1 67.4 103,661

タムロン 55.6 55.6 55,377

A&Dホロンホールディングス 25.7 － －

シチズン時計 － 74.8 122,223

その他製品（4.1％）

前田工繊 40.4 41.1 84,296

フルヤ金属 － 7.6 52,440

ヨネックス 32.8 41.9 146,021
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銘 柄
期首(前期末) 当 期 末

株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円

電気・ガス業（2.0％）

大阪瓦斯 22.9 22.2 136,685

陸運業（2.2％）

山九 － 6.7 60,413

ＡＺ－ＣＯＭ丸和ホールディングス 97 103.1 93,408

九州旅客鉄道 18.3 － －

情報・通信業（6.6％）

コーエーテクモホールディングス 20.8 56 105,588

エムアップホールディングス － 76.2 52,578

フィックスターズ 17.4 － －

アドソル日進 30 28.8 44,697

Ａｐｐｉｅｒ Ｇｒｏｕｐ － 41.1 30,989

フューチャー 40.3 44.9 73,591

ビジネスエンジニアリング － 28 36,456

ＡＮＹＣＯＬＯＲ 20.5 31.8 114,321

ＪＢＣＣホールディングス 66.5 － －

卸売業（7.5％）

ドウシシャ 20.9 17 58,055

ＢｕｙＳｅｌｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 15.4 13.2 87,912

長瀬産業 29.2 21.8 96,465

サンリオ 15.2 23 126,201

ミスミグループ本社 37.9 52.6 152,119

小売業（7.2％）

パルグループホールディングス 37.6 49.9 75,498

あみやき亭 27.6 － －

クスリのアオキホールディングス 21.9 19.5 71,740

ＦＯＯＤ ＆ ＬＩＦＥ ＣＯＭＰＡＮＩＥＳ － 8.6 82,904

良品計画 31.6 － －

サイゼリヤ 20.4 21.9 145,854

ファーストリテイリング － 1.9 123,500

銀行業（5.6％）

横浜フィナンシャルグループ 129.5 83.3 120,451

七十七銀行 － 9.9 89,901

ふくおかフィナンシャルグループ 39 29.6 180,530

証券、商品先物取引業（0.6％）

インテグラル 17.9 12.7 41,783

保険業（2.0％）

Ｔ＆Ｄホールディングス 36.1 38.2 141,798

その他金融業（1.0％）

プレミアグループ 27 － －

クレディセゾン 28.4 16.4 70,142

不動産業（2.7％）

飯田グループホールディングス － 19 47,053

ＧＡ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 23.7 － －

銘 柄
期首(前期末) 当 期 末

株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
京阪神ビルディング 18.7 － －

住友不動産 － 29.8 142,742

サービス業（2.8％）

タイミー 19.9 － －

エムスリー 40 63.2 105,196

リゾートトラスト 52.7 － －

ＫｅｅＰｅｒ技研 23.8 16.2 50,301

東京都競馬 10.1 6.8 38,080

合計

千株 千株 千円
株 数 ・ 金 額 2,607.9 2,570.8 6,921,328

銘 柄 数<比 率> 83銘柄 79銘柄 <99.2％>

（注１）銘柄欄の(　)内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注２）合計欄の<　>内は、純資産総額に対する評価額の比率。

（注３）評価額の単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2026年３月13日現在）

項 目 当 期 末

円

(A) 資 産 7,332,643,011

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 341,812,655

株 式(評価額) 6,921,328,930

未 収 入 金 51,774,426

未 収 配 当 金 17,727,000

(B) 負 債 357,152,765

未 払 金 35,512,837

未 払 解 約 金 321,639,928

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,975,490,246

元 本 1,151,139,380

次 期 繰 越 損 益 金 5,824,350,866

(D) 受 益 権 総 口 数 1,151,139,380口

１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 60,596円

（注１）当ファンドの期首元本額、期中追加設定元本額、期中一部解約元本額は以

下の通りです。

期首元本額� 1,225,294,537円

期中追加設定元本額� 25,008,954円

期中一部解約元本額� 99,164,111円

（注２）当ファンドの当期末元本額の内訳は以下の通りです。

フィデリティ・中小型株・オープン� 1,081,034,412円

フィデリティ・中小型株・オープン(野村ＳＭＡ向け)� 70,104,968円

（注３）上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が投資信託

財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額(元本の欠損)とな

ります。

■損益の状況
当期　自2025年９月17日　至2026年３月13日

項 目 当 期

円

(A) 配 当 等 収 益 72,071,633

受 取 配 当 金 72,070,016

そ の 他 収 益 金 1,617

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 936,253,169

売 買 益 1,410,367,053

売 買 損 △474,113,884

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 1,008,324,802

(D) 前 期 繰 越 損 益 金 5,208,143,655

(E) 解 約 差 損 益 金 △498,728,469

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 106,610,878

(G) 合 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 5,824,350,866

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 5,824,350,866

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２）(E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を差し引い

た差額分をいいます。

（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価

額から元本を差し引いた差額分をいいます。

■投資信託財産の構成� （2026年３月13日現在）

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 6,921,328 94.4

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 411,314 5.6

投 資 信 託 財 産 総 額 7,332,643 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨て。


